
令和３年度　公文書開示（12月決定分）

月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

1 R3.11.17 R3.12.1 聴聞調書・聴聞報告書 3 1
環境局 資源循環推
進部 産業廃棄物対
策課

2 R3.11.17 R3.12.1
・２環資産第404号「行政処分の手続の開始及び聴聞の実施について（○○○○（事業者名））」
・２環資産第483号「産業廃棄物処理業者に対する行政処分（許可取消し）について（○○○○（事業者
名））」

43 1

・「行政処分の手続きを開始する理由」欄等に記載された、氏名、保有株式割合、罪
名、裁判所の名称、量刑及び刑確定等の日付等の情報は、個人に関する情報で、特定
の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公
にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあると認められるため、東
京都情報公開条例第７条２号に該当する。なお、保有株式割合は、法人の事業活動に
係る情報であり、公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その
他社会的な地位が損なわれると認められるため、東京都情報公開条例第７条３号にも
該当する。
・事業者の印影は、公にすることにより、偽造等による犯罪の予防に支障を及ぼすお
それがあるため、東京都情報公開条例第７条第４号に該当する。
・株主の氏名又は名称、生年月日、保有する株式の数又は出資金額・割合、本籍及び
住所等の情報は、株主が個人である場合、特定の個人を識別することができるもの又
は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利
益を害するおそれがあると認められるため、東京都情報公開条例第７条２号に該当す
る。また、同情報は、株主が団体である場合には、当該団体及びその株式を発行して
いる法人の事業活動に係る情報であり、公にすることにより、当該団体及び法人の競
争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため、東京
都情報公開条例第７条3号に該当する。

環境局 資源循環推
進部 産業廃棄物対
策課

3 R3.11.26 R3.12.1
・19環多改工第10号　工場変更認可書の施行文案
・19環多改届第31号　認定書の施行文案

2 1
環境局 多摩環境事
務所 環境改善課

4 R3.11.6 R3.12.7 東京ゼロエミ住宅導入促進事業「助成金申請の手引」 0
本件の開示請求に係る公文書は、インターネット上に公開されているため、東京都情
報公開条例第18条第２項（他の制度等との調整）により開示しません。

環境局 総務部 総
務課

5 R3.10.18 R3.12.16 燃料電池バス車両カタログ『○○○○（車両名）』 12 1
環境局 地球環境エ
ネルギー部 次世代
エネルギー推進課

6 R3.10.18 R3.12.16 ご請求内訳書及び自動車検査証（67案件） 152 1

・ご請求内訳書又は自動車検査証中の車台番号（車台番号を特定する自動車検査証中
のＱＲコードを含む。）は、事業者が事業活動を行う上での内部管理に属する事項に
関する情報であって、公にすることにより事業者の事業運営が損なわれると認められ
るため、東京都情報公開条例第７条第３号に該当する。
・ご請求内訳書中の印影は、公にすることにより、偽造等による犯罪の予防に支障を
及ぼすおそれがあるため、東京都情報公開条例第７条第４号に該当する。
・ご請求内訳書又は自動車検査証中の契約番号は、事業者が事業活動を行う上での内
部管理に属する事項に関する情報であって、公にすることにより事業者の事業運営が
損なわれると認められるため、東京都情報公開条例第７条第３号に該当する。

環境局 地球環境エ
ネルギー部 次世代
エネルギー推進課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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7 R3.10.18 R3.12.17 自動車検査証、写真、図面、御請求書（18案件。一部「図面」を含まないものあり） 221 1

・車台番号、事業者の銀行口座情報、補助対象車両の保険加入状況、事業者が事業活
動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、公にすることにより事
業者の事業運営が損なわれると認められるため条例第７条第３号に該当する
・請求書中の値引額は、事業者の販売上及び取引上の情報であって、公にすることに
より事業者の事業運営が損なわれると認められるため条例第７条第３号に該当する
・事業者、個人の印影は、公にすることにより、偽造等による犯罪の予防に支障を及
ぼすおそれがあるため条例第７条第４号に該当する（個人の印影は、個人を特定する
情報であるため条例第７条３号にも該当）

環境局 環境改善部
自動車環境課

8 R3.12.10 R3.12.21

・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その1）（30環改化四第6号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その1）（30環改化四第121号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その2）（30環改化四第251号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その4）（31環改化四第43号）
・土壌汚染状況調査結果報告書（31環改化四第44号）

5 1
環境局 環境改善部
化学物質対策課

9 R3.12.10 R3.12.21
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（28環改化四第113号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（31環改化四第231号）

2 1
環境局 環境改善部
化学物質対策課

10 R3.12.10 R3.12.21

・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（29環改化四第244号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（31環改化四第68号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その3）（30環改化四第296号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その5）（31環改化四第122号）
・土壌汚状況染調査結果報告書（31環改化四第123号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その6）（31環改化四第203号）
・土壌汚状況染調査結果報告書（31環改化四第204号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（30環改化四第206号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（その2）（30環改化四第246号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（30環改化四第266号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（31環改化四第141号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（26環改化四第280号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（27環改化四第123号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（27環改化四第188号）
・一定規模以上の土地の形質の変更届出書（31環改化四第151号）

15 1
環境局 環境改善部
化学物質対策課

11 R3.12.17 R3.12.22
（１）中間処理施設　事前計画書　表紙（令和３年６月30日収受）
（２）産業廃棄物処分業　許可証（２環多廃更第206号）の写し
（令和３年６月30日収受　事前計画書の添付資料）

2 1
環境局 多摩環境事
務所 廃棄物対策課


